
１．はじめに
経済発展に伴って，１９９０年代以降，中国における都市地域の急速な拡大

が顕著となってきた。１９９０年の中国における市街地面積は１３，１４８㎢にすぎ

なかったが，２５年後の２０１５年には，１９９０年の３倍以上の４０，９４１㎢に達し

たとされる１）。その結果，都市近郊地域の多くの農村が消滅し，多くの農民

にたいして土地・住宅を失った代償として都市戸籍が付与され，都市住民に

変更された。しかし，これらの消滅した農村の住民組織であった村民委員会

は，そのすべてが消失したわけではない。

周知のように，都市と農村の二元的社会構造を有する中国において，基層

住民組織は農村部にある村民委員会と都市部にある居民委員会に大別され

る。村民委員会・居民委員会とも，住民による自己管理，自己教育，自己奉

仕を基本とした末端の住民自治組織であると定義されており，両組織は制度

上の行政の派出機構ではないが，本稿で述べるように，行政機能の一部を執

行し，行政組織と自治組織の両者の性格を有している。しかし，相違点もあ

る。居民委員会は基本的に住民共有の財産を持たないのにたいし，村民委員
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会は，元来の請負農地に起因する，多くの集団財産を所有・管理している。

新都市化地域の開発が進展した場合，新たに設置された新都市地域には，

新しい居民委員会が設立されるのが一般的である。しかし，一部の地域では，

このような新都市地域において，新たに設置された居民委員会と，過去に存

在した農村の村民委員会が依然として存在し，併存する現象が出現している。

本稿は，江西省南昌市において新たに開発された地域である紅谷灘新区に

おけるS村村民委員会を研究事例とし，現地調査を通じて都市化地域におけ

る村民委員会の実態を明らかにし，共存する村民委員会と居民委員会のそれ

ぞれの役割を明確にし，中国農村の都市への転換過程と課題を捉えることを

試みる。

２．調査対象地域の概要
（１）江西省南昌市の経済発展と市街地域の拡大

南昌市は中国中部にある江西省の省都である。江西省の政治・経済の中心

としての南昌市は二千年の歴史を有し，国家歴史文化名城に指定されてい

る。南昌市は６区（東湖区，西湖区，青山湖区，青雲譜区，湾里区，新建

区）と３県（南昌県，安義県，進賢県）からなる。その面積は７，４０２．３６㎢

で，市区面積は８２０．３６㎢である。２０１７年に南昌市の人口は５２４．６６万人，

都市戸籍人口は２８９．７８万人であり，全人口の５５．２３％を占めている。

南昌市には，南昌高新技術産業開発区，南昌経済技術開発区，小藍経済技

術開発区の３つの国家級開発区，江西桑海経済技術開発区と臨空経済区の合

計５つの開発区を有し，さらに紅谷灘新区という新市区が設置されている。

このうち紅谷灘新区は，新しい都心として２０００年に計画・設置された新市

区である。

２０００年に南昌市政府は紅谷灘新区建設を計画し，４．２８㎢の中心地区建設

方案を制定した。これより，政府ビルおよび道路などのインフラ建設が開始

された。翌年に政府ビルが建設され，市政府などの行政機関が旧市区から新

市区に移転され，新市区は本格的に稼働し始めた。
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２００２年に南昌市政府が新市区の区画を調整し，その新市区面積は５０㎢に

拡大した。そしていくつかの大学が新市区において新キャンパスの建設を開

始した。翌年に新大学キャンパスが竣工し，一部の学生が新市区に移転し

た。また，娯楽施設である秋水広場が落成し，最初の分譲住宅開発も完成し

た。２００７年に新市区の区画が再び調整され，総面積が７８㎢まで拡大され

た。そして２０１２年に紅谷灘新区は北部にある生米鎮を加え，面積は１７５㎢

に拡大した。さらに２０１５年には，省レベルの行政機関が旧市区から新市区

に移転し，新市区が南昌市の政治・経済の中心となった。

（２）新市区開発による失地農民の発生

新市区の開発によって，多くの農民は農地と農家住宅が収用され，失地農

民となった。農地と農家住宅が収用された失地農民への補償としては，大別

して農地収用の補償と農家住宅収用による補償からなる。農家住宅収用によ

る補償としては，不動産権利交換（再定住住宅）または金銭補償が提供され

る。紅谷灘新区では金銭補償の場合，取り壊された住宅の面積と構造によっ

て補償額が決められる。不動産権利交換の場合，失地農民が再定住住宅と以

前の住宅の構造の相違に伴う差額を支払えば，新市区またはその周辺で建設

された再定住住宅が支給される。

聞き取り調査によれば，紅谷灘新区の開発による失地農民のほぼ全員が，

農家住宅収用の補償として，定住住宅を選択したという。これらの再定住住

宅団地においては，新たな住民組織である居民委員会（主に新住民から構成

される）だけでなく，従前の村民委員会（後述するS村のように村の資産が

多く，同一村民が集住している場合，そのまま村民委員会を引き継ぐことも

多い）も存在することになる。

新市区には１つの鎮，１つの街道，３つの管理処（街道弁事処相当）があ

る。これらの鎮，街道，管理処は，３３個の村民委員会，６３個の社区居民委

員会，３つの管理ステーション（「管理站」）と１つの農場を管轄している。

このうち，一部の村ではまだすべての農地の収用が完了していない。
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３．調査対象村の農地収用の実態
（１）経済開発とS村の農地収用

S村は，この地域の主要河川に沿いに位置する自然村であり，１９９７年に周

囲の２つの自然村と合併してS村（行政村）となった。現在，３つの組（自

然村）を管轄している。新市区開発以前は，S村は約２，０００ムーの耕地を有

しており，村民は主に農業に従事し，１世帯当たりの農業収入は年間約１万

元であった。農閑期には多くの村民が，漁業などの副業に従事していた。

２０１７年のS村の世帯数は１，３４５戸，人口は４，０５２人であった。

S村は複数回の農地収用を経て全ての農地が収用され，村民のほとんどは

新市区で建設された再定住住宅団地に移転することとなった。S村の農地収

用にあたって，村民が受け取った補償金は１ムー当たり約１．６５万元であっ

た。この農地収用補償金の金額は，S村の農地が新市区開発初期に収用され

たため，非常に低かったとされる。その農地収用補償金の一部は村民委員会

に残され，一部は村民に支給された。農家住宅の収用補償としては，村民の

ほぼ全員が再定住住宅の支給を選択し，多くの村民には複数の住宅が支給さ

れた。これらの住宅団地の建設時期は比較的早期であったため，新市区の中

心部の条件の優れた場所に位置している。

２００３年より，村民は新市区管理委員会によって建設された２箇所の再定

住住宅団地に入居を開始し，すでに新市区で十年以上生活している。これら

の団地は，それぞれの居民委員会の管轄にある。現在，村民全員は南昌市失

地農民基本養老保険に加入し，都市戸籍を所有している。

（２）S村の財政収入

ここまで，S村は農地収用によって農地を失っても，村民委員会が継続し

ている実態を述べてきたが，それではなぜ，村民委員会は存続しているので

あろうか。それは，ここで述べるように，S村には，もともとの請負農地に

由来する一定額の資産（不動産等）が残されており，その利用等をめぐって

資金の流れが存在するためである。そこで，S村の財政状況をみてみよう。
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表１ S村の財政収入構成（実額と構成比）

資料：「S村２０１５―２０１７年会計審査報告」から作成。

S村の財政収入は，大別して，上級（郷鎮）から支出される事業経費収

入，さらに独自財源からの収入である経営収入，およびその他の収入からな

る（表１参照）。この表からは，２０１５年は前者の事業経費収入の比率が高

かったものの，２０１６年および２０１７年は前者が４割程度，後者が６割程度と

後者の経営収入の比率が高いことがわかる。

２０１５年の事業経費収入は約６５８万元で，この中で，もっとも比率が高

かったのが農家住宅の取壊し経費で５７０万元（８６．６％），その他の事業経費

収入の合計は約８８万元であった。翌２０１６年の事業経費収入は約２５３万元で

あり，この中で，もっとも比率が高かったのは取壊し経費収入の１４２万元

（５６．１％）で，その他の事業経費収入の合計は約１１１万元であった。さら

に，２０１７年の事業経費収入は約４７４万元で，この中，もっとも比率が高

かったのが計画出産経費収入の３９６万元（８３．５％），次が取壊し経費収入の

６９万元，その他の経費収入の合計は約９万元であった。

次に表２には，２０１５～２０１７年の事業経費収入の内訳を示した。この表２

によれば，事業経費収入は村の安定的な収入源とは言い難いこと状況である

ことがわかる。これはこの財源が上級郷鎮からの財政支出によるものである

ため，上級機関の政策変更等で金額が変動するためである。事業経費収入の

中で，３年とも支給された経費収入項目として，社会安定維持費収入（「綜

治信訪維穏」），文明的都市づくり経費収入（「創建文明城」），計画出産経費

収入，「党建」経費収入，衛生査定奨励金収入，取壊し経費収入があった。

しかし，比較的金額が少ない「党建」経費収入以外の各種経費収入の金額は

毎年大きく変動し，安定していない。
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この，事業経費収入にたいして，S村の経営収入（その主要部分は請負農

地の収用によって村が得た資金をもとに開始した自主事業による収入）は，

主に商業ビルと店舗の賃貸収入からなる。S村は，商業ビル１棟（６階建

て，１５，５４３㎡），店舗（面積合計約６，６００㎡，３１個人・企業に賃貸中）およ

び農産品貿易市場２箇所（１箇所は臨時市場）を所有している。S村の２０１５

年度の経営収入は約１３９万元，２０１６年度，３０５万元，２０１７年度，５７３万元で

あった。

表３はその内訳を示したものである。２０１５年に村の主任（村長）が交代

してから，S村の経営収入は大幅に増加した２）。

なお，S村のその他の収入は主に銀行利息である。

２）前任の村長は２００９年に商業ビルを１０年契約で賃貸した。しかし，賃貸条件は，
最初の１年が無償，２０１０年９月から２０１５年８月までに月１０万元，２０１５年９月

表２ S村事業経費収入の内訳（実額と構成比）

資料：「S村２０１５―２０１７年会計審査報告」から作成。

表３ S村経営収入の内訳（実額と構成比）

資料：「S村２０１５―２０１７年会計審査報告」から作成。
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以上をまとめると，S村村民委員会の財政収入の特徴として，上級行政機

関（郷鎮等）の支出による事業経費収入と，村の自主財源に基づく経営収入

から構成されていることがわかる。

このなかで，前者の事業経費収入は不安定で，上級行政機関の政策変更等

によって金額と科目が年によって大きく変動し，村の安定した財源とはいえ

ないという特徴がある。また，後者の村の経営収入は，主に請負農地に起因

する不動産賃貸収入であり，収入源は単一である。しかも，経営収入は，村の

管理者の能力などに影響をうけ，増減する可能性が高いことがあげられよう。

（３）S村の財政支出

S村の財政支出は，大別して事業支出，経営支出，その他の支出から構成

される（表４参照）。事業支出は，前述した上級の郷鎮財政から支出された

事業収入から支出したものである。この事業支出は村民委員会の業務を遂行

するための経費であると考えられる。２０１５年度では１，２９６万元で，この中，

割合が最も大きかったのは，前述の取壊し経費の４０２万元，次が村幹部給料

福利費の１２６万元であった。なお，２０１５年S村村民委員会の幹部は１１人で

あった。

２０１６年度の事業支出は約８４６万元で，この中，割合が最も大きかったの

は取壊し経費の１９９万元，次が村幹部給料福利費の１６８万元であった。

２０１７年度の事業支出は約１，０８３万元で，この中，割合が最も大きかったの

は計画出産経費の３９９万元で，次が村幹部給料福利費の１９１万元であった。

事業支出から取壊し経費と２０１７年度の計画出産支出を除いて，支出項目

を①日常運営・業務遂行経費と②村民福祉関連支出に分けてみると，それぞ

れ約半数の割合を占めていることがわかる（表５参照）。

また，経営支出は，村の自主経営のための支出であり，村が経営している

から２０２０年８月までに月１０．６万元と，この地域の相場からかなり安価であった
ため，一部の村民はこの賃貸契約に不満を述べていた。こうした不満の結
果，２０１６年は商業ビルの賃貸契約をめぐる訴訟があったため，経営支出は店舗
賃貸にかかわる経営支出が増大している。
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表４ S村の財政支出（実額と構成比）

資料：「S村２０１５―２０１７年会計審査報告」から作成。

物業会社（不動産管理会社）や管轄する組に分配する経費である。S村は

２０１５年に２箇所の再定住住宅団地のメンテンナスのため，出資して２社の

物業会社を設立した。２社の物業会社に運営経費として，毎年計４０万元を

割り当てている。

表５ S村事業支出の内訳（実額と構成比）

資料：「S村２０１５～２０１７年会計審査報告」から作成。
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表６ 一部の項目の事業収支

資料：「S村２０１５―２０１７年会計審査報告」から作成。

日常運営・業務遂行経費において，計画出産費，社会安定維費，水利およ

び「文明的都市づくり」費用は上級行政機関から支出されていたが，実際の

支出額を下回っている。表６に，これらの事業の２０１５～２０１７年の３年間の

経費，支出およびその差の合計を示すと，計画出産費用以外の事業では，３

万元から８０万元ほどの赤字が生じている。

村民福祉関連支出において，もっとも大きな支出は環境衛生であり，これ

は２つの再定住住宅団地の衛生維持費である。集合住宅の居住者は管理費

（物業費）を払い，その経費で物業管理会社を雇うことが一般的である。物

業管理会社の業務内容として，門番・警備，敷地内の掃除や環境緑化，エレ

ベータの点検，水道・ガス・電気などの設備の管理・修理などが挙げられ

る。しかし，再定住団地の場合，多くの失地農民が管理費を払う意識がな

く，一般の物業管理会社を雇えなくなってしまう。村は自ら物業管理会社を

設立し，再定住住宅団地の日常メンテナンスを維持する事例が増加している

という。S村の再定住住宅団地は２００３年に建設されたため，経年によって

団地内の設備が次第に老朽化している。老朽化した設備の交換・修理も村が

負担することになる。

次に大きい支出は党員・老人・村民福利費である。S村において，村民に

直接支給する福利費として，①党員・老人・村民福利費，②教育奨励金，③

見舞金，④生活援助がある。党員・老人・村民福利費に関して，S村では５０

歳以上の村民に対し，その年齢に応じて８００元から３，５００元の福利費を毎年

の年末に支給している３）。２０１６年のS村の５０歳以上の村民は５９４人であっ

３）５０～５９歳は１，１００元，６０～６９歳は１，８００元，７０～７９歳は２，１００元，８０～８９歳は
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た。また，教育奨励金に関しては，貧困家庭の大学生を援助する以外に，高

校と大学に進学した村民の子供に対し，それぞれ２，０００元と８，０００元を支給

する。S村の上級行政機関に聞き取りしたところ，失地農民に子供の教育を

重視させるため，村民福祉の科目に教育奨励金を設置するように指導してい

たとのことであった。新市区では，多くの村が教育奨励金を設置している。

さらにS村では貧困家庭に対し，その状況に応じて３５０～３，０００元の援助を

支給している。なお，見舞金は，村幹部が祝祭日に一部の村民を見舞いした

ときに渡した祝儀である。

南昌市政府は，２０１３年に失地農民の社会保険加入を促進させる政策を打

ち出し，すべての失地農民が社会保険に加入しなければならないと規定し

た。S村の場合，村は失地農民の医療保険費と社会保険費を負担している。

以上の調査結果をまとめると，S村の事業支出は基本的にその収入を上

回っている。つまり，上級行政機関からの業務を遂行する際は村の資産を使

用していることになる。また，２０１５年から２０１７年までの３年間において，

その収入と支出の合計の差から見ると，約１，０００万元の赤字が生じている。

こうした状況が続くと，S村の財政状況が悪化することが予測できよう。

（４）S村村民委員会の役割の変化

近年の村民委員会の主な業務は，①農地請負権配分に関する役割，②「計

画出産」政策の実施，③村民委員会の事業会計管理，④公共的生産財・生活

財の建設・維持補修，⑤村民の日常生活における揉め事への対処・仲裁の５

つにまとめられる。ただし，２０００年代に実施された「税費改革」と２００６年

の農業税関連諸税の廃止によって，村民委員会の経済力が低下した結果，財

源不足により③と④は事実上形骸化している（大島，２０１５）。

S村では，農地収用をきっかけに村の集団資産が巨額になり，村の経済力

が大幅に改善された。この過程において，①は農地収用により消失したが，

③と④の役割は復活したと考えられる。ただし，④は主に前述した再定住団

２，５００元，９０歳以上は３，５００元が支給される。
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地の管理である。また，②は依然として存在している。⑤について，聞き取

り調査によると，以前と比べ，失地農民が団地に入居してから日常生活にお

ける揉め事が大きく減少しているが，一方で，土地収用補償による紛争が増

加しているという。

S村村民員会の主な業務を整理してみると，①計画出産政策を含む上級行

政機関からの各業務の遂行・補助，②村集団資産の管理・運用，③再定住住

宅団地の管理，④村民福祉費配分，⑤社会安定維持に関する役割にまとめら

れる。

（５）居民委員会との相違

「中華人民共和国城市居民委員会組織法」によれば，居民委員会の任務は

下記のように定められている。①法律や政策を宣伝し，住民の権利と利益を

擁護し，住民が法定義務を負うように教育し，公共財産を愛護し，社会主義

精神文明を建設するためのイベントを実施すること，②公共事業を行うこ

と，③住民の揉め事の対処，④公共衛生，計画出産，セーフティーネット，

青少年教育などにおいて，人民政府や上級行政機関を補助すること，⑤行政

機関に住民の意見と要求を反映し，提言すること。要するに，その主な業務

は，住民に対するサービス機能，人口管理機能，自治機能である（陳，

２００６）。

これらの機能はS村村民委員会の業務に含まれている。ただし，人口管理

機能において大きな相違がある。村民委員会は以前から当該村に戸籍を有す

る村民で，現在の失地農民しか管理の対象とならない。これにたいし，居民

委員会の人口管理機能の対象は，その管轄地域内のすべての住民である。

また，S村村民委員会の②村集団資産の管理・運用，③再定住住宅団地の

管理，④村民福祉費配分は居民委員会にない機能である。

４．まとめにかえて
本稿は，江西省南昌市の新市区における，経済発展とS村村民委員会の変
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化の実態を，とくに農地収用に伴う変化を明らかにし，共存する村民委員会

と居民委員会の相違点を明確にした。

表３に示したように，失地後の村の収入は主にかつての請負農地の収用等

に伴って得られた資金の運用による不動産の賃貸収入からなる。その収入状

況は村の幹部の運用能力などによって大きく変化する。また，村民委員会は

上級行政機関からの業務を遂行・補助する際，資金不足等から村集団の資金

を使用してしまうことがある。これが村の財政が赤字になる原因の一つであ

る。これにたいし，居民委員会は資産を所有していないため，業務を遂行す

る際は上級から割当られる経費のみで支出している。

村民委員会と居民委員会との大きな相違として，①財産管理機能，②人口

管理機能の対象にある。これらの相違によって，村民委員会と居民委員会が

共存する場面になったと考えられる。村民委員会の所有する財産の多くは分

割しにくい固定資産であるため，その財産管理機能は今後もしばらく続くで

あろう。また，人口管理機能において，失地農民が特殊な都市住民で，その

農村生活から都市生活への移行するプロセスにおける支援は不可欠で，居民

委員会の普段の住民サービスとは大きく異なる。そのため，村民委員会と居

民委員会が共存する場面がしばらく続くと予測できる。
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The Actual Conditions of Villagers’ Committees in
Newly Developed Urban Areas in China:

A Case Study of Honggutan New District in Nanchang

TENG Yuanyuan
OSHIMA Kazutsugu

Since the rapid urban growth started in 1990’s, a large number of villages
disappeared, rural land transformed to part of urban area and the villagers
became new urban residents. However, many villagers’ committees still
remain, even there are no longer villagers.
In China, urban areas and rural areas are separated administratively, so
are the urban residents and rural residents as well as their self-
government organizations, the urban residents’ committees and the
villagers’ committees. However, in some newly developed urban areas, the
urban residents’ committees and the villagers’ committees are co-existed.
This paper aims to understand the actual conditions of the villagers’
committees that remain through the urban development. By taking S
villagers’ committee in Nanchang as a case study, the differences between
two different kinds of committees’ roles were examined, as well as the
reasons of their co-existence.
As a result, the duties of S villagers’ committee changed a lot since the
land expropriation. And it is playing an important role in the process of
villagers’ transition to urban residents. The big differences of duties that
irreplaceable between two committees are the function of managing the
communal property and the members of committee, which are the reasons
of their co-existence.
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